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１．平成23年３月期の連結業績（平成22年４月1日～平成23年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年３月期 227,621 △4.1 9,127 18.9 8,959 17.2 3,720 19.1

22年３月期 237,378 △9.0 7,679 112.4 7,646 127.5 3,122 ―

(注) 包括利益 23年３月期 2,477百万円 (△46.1％) 22年３月期  4,599百万円 ( － ％)

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益

自己資本 
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高 
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年３月期 172 78 ― ― 6.1 1.1 4.0
22年３月期 145 01 ― ― 5.4 1.0 3.2

(参考) 持分法投資損益 23年３月期 △22百万円 22年３月期 28百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年３月期 821,461 73,188 7.5 2,859 31

22年３月期 741,252 60,039 8.1 2,788 25

(参考) 自己資本 23年３月期 61,569百万円 22年３月期 60,039百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による 
キャッシュ・フロー

財務活動による 
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物 
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年３月期 44,025 △1,353 △21,270 45,884

22年３月期 1,688 5,207 △7,373 24,532

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額 
(合計)

配当性向 
(連結)

純資産 
配当率 
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年３月期 ― ― 22 00 ― ― 22 00 44 00 947 30.3 1.6

23年３月期 ― ― 22 00 ― ― 22 00 44 00 947 25.5 1.6

24年３月期(予想) ― ― 22 00 ― ― 22 00 44 00 31.6

３．平成24年３月期の連結業績予想（平成23年４月１日～平成24年３月31日）
(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり 
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 130,000 11.4 3,500 △41.3 3,500 △40.8 1,700 △50.6 78 95

通 期 240,000 5.4 7,000 △23.3 7,000 △21.9 3,000 △19.4 139 32

http://www.necap.co.jp/


  

 

 

（３）発行済株式数（普通株式） 

 
  

・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点におい
て、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。 

  

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的
であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性が
あります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付
資料２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 

４．その他
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 有

  新規７社 (社名) 株式会社リサ・パートナーズ他

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有

 ② ①以外の変更 ： 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年３月期 21,533,400株 22年３月期 21,533,400株

② 期末自己株式数 23年３月期 349株 22年３月期 301株

③ 期中平均株式数 23年３月期 21,533,066株 22年３月期 21,533,099株

※ 監査手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項



 

  

１．経営成績 ………………………………………………………………………………… 2 

（１）経営成績に関する分析 ……………………………………………………………… 2 

（２）財政状態に関する分析 ……………………………………………………………… 4 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 ……………………………… 5 

（４）事業等のリスク ……………………………………………………………………… 5 

（５）継続企業の前提に関する重要事象等 ……………………………………………… 9 

２．企業集団の状況 …………………………………………………………………………10 

３．経営方針 …………………………………………………………………………………11 

（１）会社の経営の基本方針 ………………………………………………………………11 

（２）中長期的な会社の経営戦略 …………………………………………………………12 

（３）会社の対処すべき課題 ………………………………………………………………13 

（４）その他、会社の経営上重要な事項 …………………………………………………13 

４．連結財務諸表 ……………………………………………………………………………14 

（１）連結貸借対照表 ………………………………………………………………………14 

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 …………………………………………17 

（３）連結株主資本等変動計算書 …………………………………………………………19 

（４）連結キャッシュ・フロー計算書 ……………………………………………………22 

（５）継続企業の前提に関する注記 ………………………………………………………24 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ………………………………24 

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 ………………………31 

（８）連結財務諸表に関する注記事項 ……………………………………………………33 

（連結貸借対照表関係） ……………………………………………………………33 

（連結損益計算書関係） ……………………………………………………………36 

（連結包括利益計算書関係） ………………………………………………………36 

（連結株主資本等変動計算書関係） ………………………………………………37 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） …………………………………………38 

（セグメント情報等） ………………………………………………………………39 

（１株当たり情報） …………………………………………………………………42 

（重要な後発事象） …………………………………………………………………43 

６．補足情報    ……………………………………………………………………………44 

（１）役員の異動   …………………………………………………………………………44 

（２）事業の種類別状況   …………………………………………………………………44 

（３）営業資産残高   ………………………………………………………………………45 

  

○添付資料の目次

ＮＥＣキャピタルソリューション（株）　（8793）　平成23年３月期　決算短信

　-　1　-



当社グループは、当社が平成22年12月22日に株式会社リサ・パートナーズの総株主の議決権数に対して所

有割合88.4％となる普通株式を取得したことに伴い、同社及び同社の関係会社を連結対象とし、時価評価し

た同社グループの資産及び負債を連結しておりますが、同社の決算期は12月であり、３月決算の当社とは決

算期にずれがあります。このため同社グループの第１四半期（１～３月）の業績を取り込むのは、当社グル

ープの第１四半期（４～６月）となり、このタイミングで同社グループの損益が取り込まれるとともにのれ

んの償却が始まります。 

  

（業績の状況） 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、アメリカ経済の回復傾向や、新興国向けの輸出増加を背景に回

復基調が鮮明になりつつあったが、平成23年３月11日に発生した東日本大震災により、国内経済は一変し、

直接的被害の他、電力供給不足、部品調達難等で、今後の景気後退が懸念されております。 

当社グループの属するリース業界においては、リース会計基準の見直しに伴う大企業を中心としたリース

離れの傾向が依然として継続しているものの、足元では下げ止まりの兆候も出始めており、業界全体の平成

23年３月累計のリース取扱高は前年度比7.5％減の４兆5,462億32百万円となっております。（出典：社団法

人リース事業協会「リース統計」） 

このような状況下において、当社賃貸事業では主要顧客である官公庁等との良好な取引関係を活かして取

引規模の確保に努め、契約実行高の落ち込み幅を抑えるとともに、営業効率の向上や与信管理の強化策を展

開中であります。 

また、営業貸付事業においては、従来のＮＥＣグループ商流に留まらない幅広い顧客に対するファイナン

ス案件の取組みや、平成22年12月に連結子会社化した株式会社リサ・パートナーズとの協業を推進する中で

地域金融機関との関係構築も進み、着実に実績を積み上げてきております。 

  その他の事業においては、当社の持分法適用関連会社であるリブートテクノロジーサービス株式会社を通

じ、中古ＩＣＴ関連機器の海外販路を活用したリセール及び適正なリサイクル処理を実践しております。ま

た、ＩＣＴ資産の運用・管理分野の取組み強化の一環として、セキュリティーメニューのサービス拡充や資

金調達の円滑化を目的とした電子記録債権のファクタリングサービス商品化など事業領域を拡大しておりま

す。 

 なお、前期において、金融マーケットの回復に伴うデリバティブ評価益23億69百万円（同売却損益を含

む）を営業損益に計上しましたが、複合金融商品の大部分を前期に売却した結果、当期におけるデリバティ

ブ評価益は３億43百万円となっております。 

  また、今回の震災の影響により、貸倒引当金繰入額14億42百万円、及び災害損失引当金繰入額２億25百万

円を特別損失に計上しました。 

  以上により、当連結会計年度の業績は、売上高2,276億21百万円（前年比4.1％減）、営業利益91億27百万

円（同18.9％増）、経常利益89億59百万円（同17.2％増）、当期純利益37億20百万円（同19.1％増）となり

ました。 

  

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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 事業の種類別セグメントの状況は次のとおりであります。 

  

 ①賃貸事業 

 賃貸事業の契約実行高は、前年比18.2％減の1,471億42百万円となりました。（平成23年３月累計 業界

平均前年比7.5％減（出典：社団法人リース事業協会「リース統計」）） 

 賃貸事業の売上高は、前年比6.1%減の2,041億20百万円となったものの、貸倒引当金繰入額等の減少によ

り販売費及び一般管理費が減少したことで、営業利益は前年比50.1%増の81億39百万円となりました。 

  

 ②営業貸付事業 

 営業貸付事業の売上高は、企業融資の利息収入の増加等により、前年比26.5%増の48億62百万円となりま

した。一方、貸倒引当金繰入額の増加により販売費及び一般管理費が増加し、営業利益は前年比14.5%増の

３億円となりました。 

  

 ③その他の事業 

 その他の事業の売上高は、解約売上が増加したこと等により、前年比15.4％増の186億38百万円となりま

した。一方、前期において金融マーケットの回復に伴うデリバティブ評価益23億69百万円（同売却損益を含

む）を計上しましたが、複合金融商品の大部分を前期に売却した結果、当期におけるデリバティブ評価益が

3億43百万円に減少したため、営業利益は前年比37.7％減の21億8百万円となりました。 

  

（次期の見通し） 

平成23年度のわが国経済は、東日本大震災に端を発した生産減、輸出減、消費者心理悪化等により、上期

については大幅な減速を余儀なくされると思われます。下期以降については復興需要の下支えにより景気回

復の可能性を指摘する見通しもあるものの、深刻な原発事故の収束が長期化した場合、景気の先行きは予断

を許さない状況が続くものと思われます。 

一方、リース業界においては平成20年度から適用されたリース会計基準や税制変更等により、市場はピー

ク時から半減しているものの、顧客のリース離れは徐々に沈静化の兆しを見せてきており、平成22年度には

リース取扱高が前年同月を上回る月も出てきております。しかしながら、震災に端を発した景気低迷が長引

いた場合は、リース事業を取り巻く環境に一段の下ぶれ懸念が生じるものと思われます。また、ＩＣＴ製品

のコモディティ化が進むなか、ＮＥＣグループは中期計画で公表したとおり、ビジネスのサービス化、グロ

ーバル化を一段と加速しております。このような状況は、従来当社が果たしてきた販売金融のビジネスモデ

ルの在り方についての再考を求めるものとも認識しております。 

上記のような事業環境において、当社グループは、「ＮＥＣ」ブランドを冠する企業として成長し、また

「日本」の復興に寄与するために、各種ソリューションを通して、情報・通信技術が拓く新しい社会資本イ

ンフラの実現を先導していく企業として、独自のポジションを形成していく所存です。その基本方針とし

て、顧客のマネジメント、経営部門、経理財務部門との連携を密にし、資本・資源に関わる課題を自然に相

談できる環境をつくる「相談型営業スタイル」をベースとしたキャピタルソリューションの拡充と実践、Ｎ

ＥＣグループとの更なる関係強化、また、これまでの販売金融のノウハウを活用したアウトソーシングビジ

ネスの創出、などを行ってまいります。以上のことにより、平成24年３月期の通期連結業績予想は売上高

2,400億円、経常利益70億円、当期純利益30億円を見込んでおります。 
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 ①資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べて802億8百万円増加し、8,214億61百万円

となりました。主な要因としては、リース債権及びリース投資資産が458億86百万円減少したものの、営業

貸付金が211億88百万円増加、連結範囲の変更により、販売用不動産が407億７百万円、買取債権が181億14

百万円、営業投資有価証券が139億93百万円増加したことによります。なお、販売用不動産については、早

期の売却を目指しております。 

  

 負債は、前連結会計年度末に比べて670億59百万円増加し、7,482億73百万円となりました。主な要因とし

ては、コマーシャル・ペーパーが370億円、長期を含む債権流動化に伴う支払債務が53億30百万円減少した

ものの、社債が150億円増加し、１年内返済予定を含む長期借入金が679億14百万円増加したことによりま

す。 

  

 純資産は、前連結会計年度末に比べて131億48百万円増加し、731億88百万円となりました。主な要因とし

ては、連結範囲の変更により、少数株主持分が115億48百万円増加したことによります。また株主資本は、

前連結会計年度末に比べて27億72百万円増加し、613億79百万円となりました。主な要因としては、当期純

利益37億20百万円による増加及び剰余金の配当による減少額９億47百万円によります。 

  

 ②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、458億84百万円となりました。各キャッシュ・フロー

の状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における営業活動の結果により得られた資金は440億25百万円（前期は16億88百万円の収

入）となりました。これは主にリース債権及びリース投資資産の減少額458億86百万円があったことにより

ます。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における投資活動によって使用した資金は△13億53百万円（前期は52億７百万円の収入）

となりました。これは主に有価証券の償還による収入37億８百万円があったものの、社用資産の取得による

支出△33億92百万円及び連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出△18億35百万円があったこと

によります。  

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における財務活動によって使用した資金は△212億70百万円（前期は△73億73百万円の支

出）となりました。これは主に長期借入による収入1,133億33百万円及び社債の発行による収入150億円があ

ったものの、コマーシャル・ペーパーの減少額△370億円及び長期借入金の返済による支出△1,047億70百万

円があったことによります。 

  

（２）財政状態に関する分析
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配当は安定配当の維持を基本方針とし、事業の見通し、配当性向などを勘案して決定いたしております。

内部留保資金は企業体質強化を第一に有効に活用し、当期末の配当につきましては、１株当たり22円00銭の

配当を実施させていただく予定です。また、次期の配当は中間、期末ともに１株当たり22円00銭を予定して

おります。 

  

以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載

しております。また、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資家の投資判断上、重要で

あると考えられる事項については、投資家に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。なお、

当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努め

る方針であります。 

また、文中における将来に関する事項は平成23年４月28日現在において当社グループが判断したものであ

り、以下の記載は、当社グループの事業展開に関連するリスクをすべて網羅するものではありませんので、

ご留意下さい。 

  

① リース事業及び営業貸付事業の特性 

ア 与信リスク 

当社グループでは、新規契約時の取引審査を厳格に行うとともにその後の与信管理にも万全を期しており

ます。しかしながら、リース事業や一部の営業貸付事業は回収期間が長期にわたることから、景気変動やそ

の他の事由により延滞・倒産等不測の事態を蒙ることもあります。 

延滞については事態発生時に速やかに対応し、債権保全・回収に全力を挙げております。 

倒産した場合には原則として契約解除手続きを行い、リース物件の売却や担保資産の処分を図るなど回収の

極大化に努めております。 

「貸倒引当金」の計上については、「金融商品会計に関する実務指針(平成12年１月 会計制度委員会報告

第14号)」に基づき、対象の債権を「破産更生債権等」、「破綻懸念債権」、「要注意債権」及び「正常債

権」に分類した上で、「破産更生債権等」、「破綻懸念債権」及び一部の「要注意債権」については個別に

損失額を見積り、その他の「要注意債権」については貸倒実績率に基づき、また、「正常債権」については

与信ランク毎の損失率等を基に貸倒見積額を算定しております。 

なお、上記債権区分及び貸倒見積額の算定にあたっては、「リース業における金融商品会計基準適用に関す

る当面の会計上及び監査上の取扱い」(平成12年11月14日、日本公認会計士協会「業種別監査委員会報告第

19号」)に基づき、銀行等金融機関に準じた方法により行っております。 

この結果、流動資産に計上している正常債権等に対しては15,518百万円の貸倒引当金を、また固定資産に計

上している「破産更生債権等」5,941百万円に対しては、保全額を除いた回収不能見込額5,068百万円の貸倒

引当金を計上しております。 

  

イ 金利変動の影響 

リース会社は、リース及び割賦販売、並びに金銭消費貸借契約等の成立に伴い新規リース・割賦物件を購

入するため、また融資を行うための必要資金の多くを金融機関などから調達しております。このため、リー

ス会社においては長・短借入金等を中心とする有利子負債比率が高くなっており、当社グループにおける平

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク
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成23年３月末の総資産に占める有利子負債の割合は84.6％となっております。 

当社グループの資金調達は営業資産との整合を基本としており、リース資産等の減価にあわせた資金調達

を行っております。また、営業資産・負債の総合管理(ＡＬＭ)により、金利変動リスク及び流動性リスクを

極小化する運営に努めており、平成23年３月末での金利変動リスクに対する金利ヘッジ比率は約66％、流動

性リスクに対する期間マッチング率(長期資産・長期調達適合率)は約95％となっております。なお、長期資

産とは長期性の営業資産から自己資本相当額を控除した金額であります。 

しかしながら、完全には金利変動の影響を排除できないこともあり、金融情勢の急変等により資金原価が上

昇することで業績が影響を受けるおそれがあります。 

  

ウ 当社グループの資金調達 

当社グループは金融情勢の変動に対して柔軟に対処していくため、特定の資金調達先や調達方法に依存す

ることがないよう留意しております。直接調達比率については平成23年３月末時点で22.9％となっておりま

す。また、社債、コマーシャル・ペーパーの発行など調達方法の多様化を図りつつ安定調達に注力しており

ます。間接調達においては主要金融機関との良好な関係を維持しつつ幅広く多くの金融機関との取引を行っ

ております。 

直接調達については格付機関より短期債及び長期債の格付けを取得しておりますが、今後の業績の変動等

により当社グループの格付けが見直された場合には当社グループの資金調達に影響を与える可能性がありま

す。 

  

② ファクタリング事業の特性 

当社グループの営業貸付事業の主力商品の一つに一括ファクタリングがあります。これは主にＮＥＣグル

ープ企業を対象として、取引先(債務者であるＮＥＣグループ企業等)及び取引先の仕入先(債権者)並びに当

社グループの三者間で、債権者の債務者に対する売掛債権を当社が譲り受け、債権者の申し込みに基づき期

日前に一定の割引料を控除し当社が債権者に支払いを行い、支払期日に債務者より譲り受け債権代金の回収

を行う取引です。 

本取引の債務者については与信リスクの小さい優良企業を対象としておりますが、債務者が倒産した場合

に損失を蒙る可能性があります。 

  

③ 経営成績の変動 

当社グループは最近５事業年度において、リース大口中途解約の発生、金利変動及び貸倒損失の発生によ

り経常利益が変動しており、こうした要因による業績変動が将来にわたり生ずる可能性があります。 

  

④ キャッシュ・フローの変動 

当社グループの営業活動によるキャッシュ・フローは、リース取引に係る資産の増減(リース債権及びリ

ース投資資産の増減額)が主なものであり、リース取引の平均期間が５年程度であることから、毎年毎の新

規契約実行高と資産残高の関連で、キャッシュ・フローが変動いたします。 

また、この他営業貸付金などの資産の増減により、収支が変動いたします。 

  

⑤ 賃貸資産の構成における情報通信機器分野への偏り 

当社グループは、ＮＥＣの主力事業である情報通信機器の販売支援を目的として設立されました。その後

の事業の多角化に伴いＮＥＣ商流以外の取扱にも取り組んでまいりましたが、情報関連機器の比重はなお高
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い水準にあります。(賃貸検収高(契約実行高)全体に占める情報関連機器の比率は平成22年３月期

79.3％、平成23年３月期78.9％となっております。) 

当社グループは機種ポートフォリオの内容をモニタリングしつつ、今後ともＮＥＣ商流の取扱を中心に

様々な取り組みを推進することで、より安定した収益体質の確立に努めてまいります。 

 しかしながら、民間設備投資における情報関連機器投資の動向が、当社グループの業績等に対して影響を

与える可能性があります。 

  

⑥ 賃貸事業における取引先業種の国及び地方公共団体等への偏り 

当社グループの賃貸事業の取引先業種別構成において、国及び地方公共団体等の比率は大きな割合を構成

しております。(賃貸検収高全体に占める国及び地方公共団体等の比率は平成22年３月期48.2％、平成23年

３月期53.3％) 

国及び地方公共団体、公共・公益法人向けリース取引(これらが転貸先である取引も含む)は、安定収益へ

の寄与が大きい上、与信リスクの小さい優良な営業分野となっておりますが、リース市場全体が伸び悩む中

でこの分野においてもリース事業者間の競争激化が拡大しております。 

当社グループは引き続き様々な業種での営業拡大を推進し、顧客層の多様化を図ることで経営の安定度の

確保に努めてまいりますが、当面の間においては、歳入不足に起因する地方財政の悪化などにより延滞等が

生ずる場合には、同分野での取引が停滞し、当社グループの業績等が影響を受けるおそれがあります。 

  

⑦ リース業界における競合 

リース業界においては、リース会計基準の変更が適応された平成20年度以降、民間設備投資に占めるリー

ス比率が急速に落ちつつある中で、熾烈な競争が続いております。社団法人リース事業協会の調査によれば

リース業界の取扱高は、平成18年度７兆8,677億円(前年度比0.9％減)、平成19年度７兆1,542億円(前年度比

9.1％減)、平成20年度６兆564億円(前年度比15.3％減)、平成21年度４兆9,173億円（前年度比19.0％減）、

平成22年度４兆5,462億円（前年度比7.5％減）となっており、リース会社(社団法人リース事業協会会員)数

は、平成10年３月末の370社から256社(平成23年４月１日現在)に減少しております。 

こうした市場環境の下で当社グループは中長期的な経営戦略に基づき、メーカー系リース会社としての特

色を生かしつつ事業の多様化を図るべく、情報関連機器以外での既存顧客の深耕、営業貸付事業の強化など

により成長を目指しており、今後とも積極的に推進することで、収益体質を一層強化し競合に対処する方針

でありますが、これらの取り組みの成否によっては、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

⑧ ＮＥＣグループとの関係 

ア ＮＥＣの業績変動等による影響 

当社グループは、ＮＥＣ(平成23年３月31日現在、当社株式のうち37.66％を直接保有する大株主)の持分

法適用関連会社としてＮＥＣグループに属しており、ＮＥＣグループ唯一の国内金融会社として、官公庁や

大企業、中小企業等の幅広いユーザー層に対して、賃貸(リース、レンタル)事業を中心に営業貸付事業(割

賦販売、営業貸付)等、ファイナンスサービスを提供することを主たる事業としております。 

当社グループにおいてはＮＥＣ製品・サービスの取扱比率が高いこと等により、ＮＥＣの業績の低迷等が

生じた場合には、当社グループの業績等に影響を与える可能性があります。 

イ 取扱リース物件におけるＮＥＣ製品・サービス 

当社グループはメーカー系リース会社としての特色として、ＮＥＣ製品・サービスの取扱いは大きな比重
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を占めております。(賃貸検収高全体に占めるＮＥＣ製品・サービスの比率は平成22年３月期 58.9％、

平成23年３月期 63.8％となっております。) 

当社グループの営業拡大に伴いＮＥＣ製品・サービスの取扱比率の大幅な伸長は望めないものの、メーカ

ー系リース会社として今後とも取扱高は現状を維持するものと見込んでおります。 

現在、同社の製品・サービスは市場競争力があり今後も成長が期待されますが、競争激化や他メーカーの

新商品の投入により競争力が落ちた場合には当社グループの業績等に影響を与える可能性があります。 

  

ウ ＮＥＣグループに対する営業貸付事業 

当社グループのＮＥＣグループに対する営業貸付事業は一括ファクタリングが主力となっております。こ

れは主にＮＥＣグループ企業を対象として、取引先(債務者であるＮＥＣグループ企業等)及び取引先の仕入

先(債権者)並びに当社グループの三者間で債権者の債務者に対する売掛債権を当社が譲り受け、債権者の申

し込みに基づき期日前に一定の割引料を控除し当社グループが債権者に支払いを行い、支払期日に債務者よ

り支払済み債権代金の回収を行う取引です。 

今後の景気変動等によりＮＥＣグループ企業の事業規模等に大きな変動がある場合には、当社グループの

ファクタリング取引に影響が予想されます。 

  

⑨ 三井住友ファイナンス＆リース株式会社(その他の関係会社)との関係 

三井住友ファイナンス＆リース株式会社は、平成23年３月末時点では当社株式5,390,000株、発行済株式

数の25.03％を保有しており、当社グループは同社の持分法適用関連会社となっております。 

なお、当社グループと三井住友ファイナンス＆リース株式会社は同様の事業を営んでおりますが、当社グ

ループ事業運営上の制約は同社との間には一切ありません。 

  

⑩ システムリスク 

当社グループのコンピュータシステムは、基幹システムであるリースシステムをはじめ、会計システム、

ネット取引関連業務システムなど取引先拡大及び新サービス・新商品対応のため多岐にわたっており、当社

グループの事業活動には不可欠な存在となっております。さらに、ＷＥＢを利用したビジネスのシステム化

などにより、経営上の重要度は今後とも一層高まるものと認識しております。 

コンピュータシステムに対するリスクとしては、自然災害、システム障害、情報漏洩のリスクなどが想定

されます。こうしたリスクへの対処として、システム機器のコンピュータ専用ビルへの移転、高速専用回線

用バックアップ回線装備、外部不正アクセス防止強化、システム障害に即座に対応するため専門要員配置な

どにより情報セキュリティ管理の整備・強化を図ってまいりました。 

当社グループは今後ともコンピュータシステムに対する管理体制の一層の強化に努めてまいりますが、シ

ステムに重大な障害が発生した場合には、営業関係業務を中心に支障をきたすとともに当社グループへの信

頼が損なわれ、当社グループの業績等に影響が生じるおそれがあります。 

  

⑪ 自然災害によるリスク 

地震などの自然災害、新型インフルエンザの流行などに対し、費用対効果を検討の上、事業活動への影響

を最小化するための対策を実施しておりますが、想定外の事象が発生した場合には、当社グループの業績等

に大きな影響を与えるおそれがあります。 
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⑫ 制度変更リスク 

当社グループは、現行の法律・税務・会計の制度等をもとに事業展開しております。将来、これらの諸制

度が大幅に変更された場合には、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑬ その他のリスク 

その他、不適切な事務処理が行われることによる事務リスク、リース物件の当初見積残存価額よりも実際

の処分価額が下回る残価リスク、保有する有価証券、不動産等の価値が下落した場合の価格変動リスク、法

令や社会規範が順守されなかった場合に罰則の適用や損失及び社会的信用の失墜に繋がるコンプライアンス

リスクなどの発生によって、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 該当事項はありません。 

  

（５）継続企業の前提に関する重要事象等
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当社グループは当社、連結子会社41社、持分法適用関連会社９社で構成され、官公庁・自治体や大企業か

ら中小企業までの幅広い顧客層に対してリースや割賦・企業融資などのファイナンスサービスを提供してお

ります。 

また、当社グループとＮＥＣグループは、当社が金融商品をお客様に提供する際に製品・サービスを購入

する購入者と仕入先の関係にあります。 

当社グループの主な事業領域は、賃貸、営業貸付、その他の３事業に分類されます。 

（１）賃貸事業 

      情報処理機器、通信機器、事務用機器、産業用機械設備その他各種機器・設備等の賃貸業務 

（２）営業貸付事業 

      金銭の貸付業務、ファクタリング、割賦販売業務等 

（３）その他の事業 

      物品売買、賃貸の満了品や中途解約から発生した中古品の売却、手数料取引業務 

   

事業系統図については、次のとおりであります。 

  

 

  

２．企業集団の状況
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リース会計制度の変更、ＮＥＣグループビジネスの変化、ＩＦＲＳの影響といった要素に加え、平成23年

３月の東日本大震災とそれに伴う原発事故が、経営環境をより不透明かつ厳しいものとする中で、経営とし

て仮説を立て３年後の中期計画を策定し公表すること自体に疑問があるとの考え方もありえます。しかし、

今の事業の延長だけでは今後十分な成長戦略が描けないこともまた、事実であります。 

そこで、経営環境が不透明で厳しくとも、今後の展望につながる新しい道筋を創っていくための方針は必

要であるとの認識に立ち、環境変化を見極め柔軟かつ機動的に対応していくためのベースプランとして、

「中期計画2011」を策定しました。 

 まず、中期的に目指す姿として、ＮＥＣグループ理念である「Ｃ＆Ｃを通して豊かな社会の実現に貢献」

していくために、これまでのリース事業、企業金融事業、資産金融事業の活動をより発展させ、「情報・通

信技術が拓く新しい社会資本インフラの実現を先導していく企業」を掲げます。これは、例え事業環境が今

後いっそうの悪化を辿ったとしても、当社グループとして目指すべき、不変の有り様であると考えていま

す。 

 また、そもそも当社グループのアイデンティティは、ＮＥＣグループ理念である「Ｃ＆Ｃを通して豊かな

社会の実現に貢献」することにあり、そのためのコアコンピタンスは、長年のグループ会社の努力によって

培ってきた「ＮＥＣのブランドバリュー」にあります。私たちは、ＮＥＣグループとの関係を更に強化する

ために、新たに当社グループが果たせる役割を認識し、実践していきます。 

 「中期計画２０１１」の基本方針は以下になります。 

  

１．キャピタルソリューションの拡充、実践 

中期的に目指す姿を実現していく原動力として、第３次中期計画で提唱した「Integrated Capital

Solutions（お客様の経営資源に対する課題解決の提案力）」の拡充・実践を進めていきます。さらに、

「キャピタルソリューション」の定義としてきた「お客様の経営資源に対する課題解決」という考え方を、

新たに「企業・社会・国家が活動していく上で必要な資本・資源に対する課題解決」とそのスコープを拡張

し、幅広いソリューションを提供してまいりたいと考えています。 

また、キャピタルソリューション活動の実践のために、顧客のマネジメント、経営部門、経理財務部門との

連携を密にし、資本・資源に関わる課題を自然に相談できる環境をつくる「相談型営業スタイル」の顧客リ

レーションへと顧客接点を転換していくことを通じて、顧客基盤の拡大を進めます。 

  

２．ＮＥＣグループとの関係の更なる強化 

「ＮＥＣ」ブランドを冠する企業としての役割を再認し、ＮＥＣグループの商流開拓、販売支援、市場機会

の創出に務めます。また、ＮＥＣグループの戦略の方向性（クラウド関連事業の拡大、新規事業の拡大、グ

ローバル事業の拡大）に応じた戦略を策定することで、更なる関係強化を図っていきます。 

  

３．新たな事業の創出 

ソリューション幅の拡大と安定したフロー収益確保を目的として、従来のスキルをベースに、アウトソーシ

ング（ＢＰＯ）を事業化していきます。また、当社グループの強固な顧客基盤である官公庁自治体が今後は

民力を必要とする見通しに立ち、ＰＦＩ、ＰＰＰの事業化に取り組んでいきます。 

  

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針
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「中期計画２０１１」で目指す「情報・通信技術が拓く新しい社会資本インフラの実現を先導していく企

業」を実現していくために、以下の施策を実施します。 

  

（１）フロント・ミドル体制の強化による顧客基盤開拓力の向上 

別事業として管理していたベンダーソリューションとファイナンスソリューションのフロント営業を統合

し、顧客目線に立った一元化された営業体制を構築すると共に、フロント営業に対する統合的なサポートを

行うミドル部隊を強化いたします。また、エリア営業拠点での相談型営業の定着度に応じた事業法人営業機

能の段階的な展開を行っていきます。 

  

（２）新しい事業構造への移行 

ＩＣＴや新しい社会インフラなどに関わるアセットビジネスへの取り組みを行い、アセット周辺の新たなサ

ービス機会創出と収益事業化（Ｂ／Ｓを使わないビジネス）を図っていきます。 

  

（３）子会社化した株式会社リサ・パートナーズ（以下「ＲＩＳＡ」）との協業・融合 

ＲＩＳＡ法人営業部門と当社の金融法人営業部との融合を図ることで営業効率の向上を図ります。また、注

力する新規分野を定め、協業プロジェクトを推進していきます。 

  

（４）ＲＩＳＡを含めた連結ポートフォリオ管理、リスク管理の強化 

ファイナンスアセットの増加・多様化、新事業への取り組みに伴い、営業資産のリスクマネジメント強化を

図り、目指すべき事業ポートフォリオと財務戦略との同期を図っていきます。 

  

（５）新しい事業を構築・推進していくための経営インフラの整備 

 ポートフォリオ・リスク管理の強化に加え、ローコストオペレーションを実現するため、ビジネスプロセス

業務の最適化を追求すると共に、グループ内で重複するスタフ機能のシンプル化を行います。 

（６）ＲＩＳＡ不動産投資事業からの撤退、小口リース事業の新規取り組み停止 

事業の集中と選択に伴い、RISAの不動産投資事業からの撤退を進めると共に、非対面販売を前提とした当社

の小口リース事業の新規取り組みを停止いたします。 

  

なお、（２）にいう新たな事業機会として、以下に注力します。 

  

（２）-①社会インフラへの投融資・プロジェクトファイナンスの強化 

資産金融領域の新たな成長戦略として、ＮＥＣグループが得意とする社会インフラ通信設備、空港等の公共

施設、新エネルギー・環境インフラなどの投融資～アセットマネジメントを中心とする収益モデルの構築を

加速していきます。 

  

（２）-②海外プロジェクト案件の組成 

海外の金融に関わる法務・税務のナレッジを蓄積し、ＮＥＣグループの通信・ネットワーク系を中心に海外

プロジェクトを積極支援していきます。 

（２）中長期的な会社の経営戦略
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（２）-③ＩＣＴアセットに関わるビジネス強化 

オペリース取組を通じてＩＣＴ支配資産を大幅に拡大し、大口顧客層が望む新たなサービスビジネスのモデ

ル構築を進めていきます。 また、リブートテクノロジーサービス株式会社、ＰＣ－ＰＩＴ等、当社グルー

プが構築してきたＩＣＴアセットに関るサービスラインナップの強化を行なうと共に、新たなサービスに対

応した新規投資にも取り組んでいきます。 

  

（２）-④コーポレートアドバイザリー機能の強化 

ＲＩＳＡとの協業により、当社グループ顧客の深耕策として事業法人向けのアドバイザリー業務（コーポレ

ートアドバイザリーやＦＡＳ業務）の強化に取り組んでいきます。 

  

（２）-⑤ＢＰＯ事業への取り組み 

ＮＥＣグループの提供するＩＣＴサービス周辺にあるＢＰＯ受託サービス事業に取り組んでまいります。特

に請求代行等当社グループの既存サービスとの整合性の高いアウトソーシング事業を中心に事業化し、Ｂ/

Ｓを使わない継続的な収益事業を育成してまいります。 

  

 平成18年以降、５年連続で前年割れを続けているリース取扱高にも現れている通り、リース業界を取り巻

く事業環境は厳しく、いまだ改善の兆しは見えておりません。これは単に長引く不況の影響というばかりで

はなく、リース会計や税制変更に伴って従来のリースメリットが縮小したことや、過去、資金調達手段が間

接金融市場に限定されていた中で経済成長を続けていたわが国で、設備投資取得の有効な手段の一つとして

リースが担っていた社会的役割そのものが希薄化しつつあるという、不可逆の事業構造変化に起因している

と考えられます。またメーカー系リース会社として当社グループがこれまで担ってきた販売金融としての役

割も、ＮＥＣのサービス化への流れの中で変容しつつあると認識しております。このような事業環境の変化

を踏まえ、当社グループは「リースの、そのつぎへ」をキャッチフレーズに事業ポートフォリオの多様化を

進め、リースに留まらない様々な収益基盤を確保することが必要であるとの認識のもと、事業を推進してま

いります。 

  

①株式会社リサ・パートナーズとの関係 

 当社グループは、株式会社リサ・パートナーズとの業務資本提携に伴い、平成21年３月23日付で同社優先

株式40,000株(普通株式を対価とする取得請求権付株式)を40億円で取得しました。また、平成22年11月１日

から12月14日の期間にて行った同社株式の公開買付けの結果、平成22年12月22日（決済の開始日）付で同社

は当社の連結子会社となりました。更に、平成23年３月25日に開催された同社株主総会にて、当社の完全子

会社となることを目的として平成23年５月２日付にて同社普通株式の全部を取得することを決議しておりま

す。 

②リブートテクノロジーサービス株式会社との関係 

当社グループは、平成20年４月28日付でリブートテクノロジーサービス株式会社を新規設立出資により、

持分法適用の関連会社としております。 

  

（３）会社の対処すべき課題

（４）その他、会社の経営上重要な事項

ＮＥＣキャピタルソリューション（株）　（8793）　平成23年３月期　決算短信

　-　13　-



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 24,398 ※12  45,733 

受取手形 － 70 

割賦債権 ※1  27,796 ※1  21,890 

リース債権及びリース投資資産 ※1, ※5, ※6  486,426 ※1, ※5, ※6  440,539 

賃貸料等未収入金 21,506 19,418 

営業貸付金 ※1, ※3  141,151 ※1, ※3  162,339 

買取債権 － ※12, ※13  18,114 

営業投資有価証券 － 13,993 

販売用不動産 － ※11, ※12  40,707 

有価証券 3,813 500 

前払費用 284 493 

未収還付法人税等 133 250 

繰延税金資産 2,696 5,593 

その他 ※9  4,552 ※12  7,986 

貸倒引当金 △9,593 △15,518 

流動資産合計 703,167 762,114 

固定資産   

有形固定資産   

賃貸資産   

賃貸資産 ※2  8,263 ※2, ※11  13,645 

賃貸資産処分損引当金 △274 △110 

賃貸資産合計 7,989 13,535 

社用資産   

建物（純額） 181 207 

器具備品（純額） 222 717 

社用資産合計 ※2  404 ※2  924 

有形固定資産合計 8,393 14,459 

無形固定資産   

賃貸資産   

賃貸資産 277 538 

賃貸資産合計 277 538 

その他の無形固定資産   

ソフトウエア 3,551 5,918 

のれん － 9,833 

その他 20 20 

その他の無形固定資産合計 3,572 15,772 

無形固定資産合計 3,849 16,311 
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 ※7  20,163 ※7, ※10, ※11, ※12  21,452 

破産更生債権等 6,764 5,941 

長期前払費用 464 258 

繰延税金資産 2,643 4,020 

その他 ※10  1,576 1,972 

貸倒引当金 △5,770 △5,068 

投資その他の資産合計 25,841 28,576 

固定資産合計 38,085 59,347 

資産合計 741,252 821,461 

負債の部   

流動負債   

支払手形 946 1,396 

買掛金 10,929 12,058 

短期借入金 11,636 ※3, ※12  25,044 

1年内返済予定の長期借入金 ※6  83,334 ※6, ※12  151,316 

コマーシャル・ペーパー 170,000 133,000 

債権流動化に伴う支払債務 ※5  5,330 ※5  1,460 

未払金 2,371 3,249 

未払費用 6,510 6,074 

未払法人税等 34 4,548 

賃貸料等前受金 5,256 5,068 

預り金 4,800 6,781 

前受収益 320 858 

災害損失引当金 － 225 

その他 706 2,953 

流動負債合計 302,178 354,035 

固定負債   

社債 10,000 25,000 

長期借入金 ※6  359,187 ※6, ※12  359,120 

債権流動化に伴う長期支払債務 ※5  1,460 － 

退職給付引当金 1,491 1,329 

その他 6,895 8,787 

固定負債合計 379,034 394,237 

負債合計 681,213 748,273 
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,776 3,776 

資本剰余金 4,648 4,648 

利益剰余金 50,182 52,955 

自己株式 △0 △0 

株主資本合計 58,606 61,379 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,414 53 

繰延ヘッジ損益 20 144 

為替換算調整勘定 △1 △7 

その他の包括利益累計額合計 1,433 190 

新株予約権 － 69 

少数株主持分 － 11,548 

純資産合計 60,039 73,188 

負債純資産合計 741,252 821,461 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 237,378 227,621 

売上原価 ※1  210,119 ※1  202,170 

売上総利益 27,258 25,450 

販売費及び一般管理費 ※2  19,579 ※2  16,322 

営業利益 7,679 9,127 

営業外収益   

受取利息 11 39 

受取配当金 92 30 

有価証券売却益 72 － 

投資有価証券売却益 － 27 

持分法による投資利益 28 － 

投資事業組合関連益 2 2 

その他 64 32 

営業外収益合計 272 132 

営業外費用   

支払利息 106 164 

投資有価証券売却損 － 10 

持分法による投資損失 － 22 

為替差損 14 38 

固定資産除却損 40 0 

投資事業組合関連費 134 57 

その他 8 5 

営業外費用合計 305 300 

経常利益 7,646 8,959 

特別損失   

投資有価証券評価損 2,272 － 

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 77 

段階取得に係る差損 － 114 

貸倒引当金繰入額 － ※3  1,442 

災害損失引当金繰入額 － 225 

特別損失合計 2,272 1,859 

税金等調整前当期純利益 5,373 7,100 

法人税、住民税及び事業税 460 4,451 

法人税等還付税額 △491 － 

法人税等調整額 2,282 △1,071 

法人税等合計 2,251 3,379 

少数株主損益調整前当期純利益 － 3,720 

当期純利益 3,122 3,720 
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 連結包括利益計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 3,720 

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △1,361 

繰延ヘッジ損益 － 124 

為替換算調整勘定 － △6 

その他の包括利益合計 － ※2  △1,243 

包括利益 － ※1  2,477 

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 2,477 

少数株主に係る包括利益 － － 
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（３）連結株主資本等変動計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,776 3,776 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 3,776 3,776 

資本剰余金   

前期末残高 4,648 4,648 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 4,648 4,648 

利益剰余金   

前期末残高 48,007 50,182 

当期変動額   

剰余金の配当 △947 △947 

当期純利益 3,122 3,720 

当期変動額合計 2,175 2,772 

当期末残高 50,182 52,955 

自己株式   

前期末残高 △0 △0 

当期変動額   

自己株式の取得 － △0 

当期変動額合計 － △0 

当期末残高 △0 △0 

株主資本合計   

前期末残高 56,431 58,606 

当期変動額   

剰余金の配当 △947 △947 

当期純利益 3,122 3,720 

自己株式の取得 － △0 

当期変動額合計 2,175 2,772 

当期末残高 58,606 61,379 
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 144 1,414 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,269 △1,361 

当期変動額合計 1,269 △1,361 

当期末残高 1,414 53 

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △188 20 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 208 124 

当期変動額合計 208 124 

当期末残高 20 144 

為替換算調整勘定   

前期末残高 △0 △1 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1 △6 

当期変動額合計 △1 △6 

当期末残高 △1 △7 

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △43 1,433 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,476 △1,243 

当期変動額合計 1,476 △1,243 

当期末残高 1,433 190 

新株予約権   

前期末残高 － － 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 69 

当期変動額合計 － 69 

当期末残高 － 69 

少数株主持分   

前期末残高 － － 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 11,548 

当期変動額合計 － 11,548 

当期末残高 － 11,548 
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 56,387 60,039 

当期変動額   

剰余金の配当 △947 △947 

当期純利益 3,122 3,720 

自己株式の取得 － △0 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,476 10,375 

当期変動額合計 3,651 13,148 

当期末残高 60,039 73,188 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 5,373 7,100 

減価償却費 3,433 3,349 

段階取得に係る差損益（△は益） － 114 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,680 5,287 

災害損失引当金の増減額（△は減少） － 225 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 391 △161 

賃貸資産処分損益（△は益） △1,193 △1,384 

有価証券売却損益（△は益） △72 － 

投資有価証券売却損益（△は益） 448 △16 

投資有価証券評価損益（△は益） 2,272 － 

受取利息及び受取配当金 △103 △71 

資金原価及び支払利息 6,025 6,176 

為替差損益（△は益） △176 △607 

デリバティブ評価損益（△は益） △1,882 △343 

持分法による投資損益（△は益） △28 22 

賃貸資産の取得による支出 △2,553 △8,071 

賃貸資産の売却による収入 2,381 2,020 

割賦債権の増減額（△は増加） 5,655 5,906 

リース債権及びリース投資資産の増減額（△は増
加）

21,360 45,886 

営業貸付金の増減額（△は増加） △27,982 △23,608 

売上債権の増減額（△は増加） 1,440 2,745 

仕入債務の増減額（△は減少） △9,871 1,514 

未払消費税等の増減額（△は減少） 196 2,312 

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 77 

その他 △2,337 1,464 

小計 7,456 49,939 

利息及び配当金の受取額 102 315 

利息の支払額 △5,904 △6,198 

法人税等の支払額 △529 △235 

法人税等の還付額 563 205 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,688 44,025 
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の売却による収入 222 － 

有価証券の償還による収入 6,155 3,708 

社用資産の取得による支出 △1,642 △3,392 

投資有価証券の取得による支出 △5,487 △931 

投資有価証券の売却による収入 4,209 68 

投資有価証券の償還による収入 1,704 1,111 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

－ △1,835 

その他 46 △81 

投資活動によるキャッシュ・フロー 5,207 △1,353 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △32,169 4,544 

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） 2,000 △37,000 

長期借入れによる収入 128,077 113,333 

長期借入金の返済による支出 △96,122 △104,770 

債権流動化の返済による支出 △8,210 △5,330 

社債の発行による収入 － 15,000 

社債の償還による支出 － △6,100 

自己株式の取得による支出 － △0 

配当金の支払額 △947 △947 

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,373 △21,270 

現金及び現金同等物に係る換算差額 6 △50 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △470 21,351 

現金及び現金同等物の期首残高 25,003 24,532 

現金及び現金同等物の期末残高 ※  24,532 ※  45,884 
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該当事項はありません。 

  

 
  

 

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数  ２社 (1) 連結子会社の数  41社

(2) 連結子会社の名称

ＮＬアセットサービス株式会社

TEAM Cignus Limited

(2)主要な連結子会社の名称

ＮＬアセットサービス株式会社

TEAM Cignus Limited

Ｐｈｏｅｎｉｘ合同会社

株式会社リサ・パートナーズ

リサ企業再生債権回収株式会社

株式会社リファス

リサ・コーポレート・ソリューショ

ン・ファンド投資事業有限責任組合

リサ・コーポレート・ソリューショ

ン・ファンド２号投資事業有限責任

組合

美ら島投資事業有限責任組合

ＮＲ投資事業有限責任組合

匿名組合Ｒ－Ｊファンド

東上野開発株式会社

合同会社エビアン

株式会社リサ・パートナーズ那覇

アール・ピー・ディー・ワン株式会

社

アール・ピー・ディー・ツー株式会

社

アール・ピー・ディー・スリー株式

会社

有限会社マーキュリー・ファンド

匿名組合アール・ピー・ディー・フ

ァイブ

有限会社浜比嘉インベストメント

このうち、Ｐｈｏｅｎｉｘ合同会社

については、当連結会計年度において

新たに設立したことにより、また、株

式会社リサ・パートナーズ及びその子

会社38社については、株式取得によ

り、それぞれ当連結会計年度より連結

子会社に含めることとし、有限会社ダ

リッチ・キャピタルについては、清算

により連結子会社から除外しておりま

す。 

 なお、株式会社リサ・パートナーズ

及びその子会社38社は、みなし取得日

を平成22年12月31日としており、上記

の有限会社ダリッチ・キャピタルを除

き、貸借対照表のみを連結しておりま

す。
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

――――――― (3) 主要な非連結子会社の名称等

 株式会社新玉井館

株式会社アローレ販売

 株式会社ブランディング・マネジメ

ント

有限会社チャペル・ヒル・エステー

ト

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模で

あり、合計の総資産、売上高、当期純

利益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。

２ 持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法適用の関連会社数 １社

(2) 関連会社の名称

リブートテクノロジーサービス株

式会社

―――――――

―――――――

―――――――

(1) 持分法適用の関連会社数 ９社

(2)主要な会社等の名称

リブートテクノロジーサービス株式

会社

株式会社エフ・アンド・ビー

 株式会社スーパー・デラックス

株式会社リサ・パートナーズの株式

取得に伴い、同社の関連会社８社（株

式会社エフ・アンド・ビー、株式会社

スーパー・デラックス他６社）を当連

結会計年度より持分法適用の関連会社

に含めております。

(3) 持分法非適用の非連結子会社

 主要な会社等の名称

株式会社新玉井館

株式会社アローレ販売

 株式会社ブランディング・マネジメ

ント

有限会社チャペル・ヒル・エステー

ト

(4) 持分法非適用の関連会社

 主要な会社等の名称

株式会社吉野

（持分法を適用しない理由）

上記の持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社は、当期純利益

（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため、持分法の

適用範囲から除外しております。

(5) 持分法適用会社のうち、決算日が

連結決算日と異なる会社については、

各社の事業年度に係る財務諸表を使用

しております。
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

（会計方針の変更）

当連結会計年度より、「持分法に関

する会計基準」（企業会計基準第16号 

平成20年３月10日公表分）及び「持分

法適用関連会社の会計処理に関する当

面の取り扱い」（実務対応報告第24号 

平成20年３月10日）を適用しておりま

す。

これによる経常利益及び税金等調整

前当期純利益に与える影響はありませ

ん。

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連

結決算日と一致しております。

当連結会計年度から新たに連結子会

社となった株式会社リサ・パートナー

ズ及びその子会社36社は12月末又は２

月末を決算日としており、連結決算日

との差異が３ヶ月以内であるため、連

結財務諸表の作成にあたっては、当該

連結子会社の決算日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については必要な調整を行っ

ております。 

 また、株式会社リサ・パートナーズ

那覇については、連結決算日との差異

が３ヶ月を超えることから、連結決算

日現在で決算に準じた仮決算を行った

財務諸表を使用しております。 

 なお、Ｐｈｏｅｎｉｘ合同会社及び

有限会社ダリッチ・キャピタルは、連

結決算日現在で決算に準じた仮決算を

行った財務諸表を使用しております。

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

① 有価証券

ａ 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

① 有価証券

ａ 満期保有目的の債券

―――――――

ｂ その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)を採

用しております。

ｂ その他有価証券（営業投資有価証

券を含む）

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

移動平均法による原価法を採

用しております。ただし匿名組

合出資金は個別法によっており

ます。

――――――― ② たな卸資産

     販売用不動産

個別法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）によって

おります。
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

③ デリバティブ

時価法

③ デリバティブ

同左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

① 有形固定資産

ａ 賃貸資産

リース資産

リース期間を償却年数とし、

リース期間満了時の処分見積額

を残存価額とする定額法を採用

しております。

① 有形固定資産

ａ 賃貸資産

同左

ｂ 社用資産

定率法

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

器具備品  ５～６年

ｂ 社用資産

同左

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

 建物     ３～18年

器具備品   ３～８年

② 無形固定資産

ａ 賃貸資産

リース期間を償却年数とし、リ

ース期間満了時の処分見積額を残

存価額とする定額法を採用してお

ります。

② 無形固定資産

ａ 賃貸資産

同左

ｂ その他の無形固定資産

ソフトウェア

自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用

しております。

ｂ その他の無形固定資産

ソフトウェア

自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期

間(３～５年)に基づく定額法を

採用しております。

(3) 重要な繰延資産の処理

方法

社債発行費

社債発行費は、支出時に全額費用と

して計上しております。

社債発行費

同左

(4) 重要な引当金の計上基

準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

① 貸倒引当金

同左

② 賃貸資産処分損引当金

リース契約の解約等により、賃貸

資産の処分損失の発生が見込まれる

ものについては、必要と認められる

損失見込額を計上しております。

② 賃貸資産処分損引当金

同左

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

数理計算上の差異についてはその

発生時の翌連結会計年度に、過去勤

務債務については、発生連結会計年

度にそれぞれ全額一括して費用処理

しております。

③ 退職給付引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

④ 災害損失引当金

平成23年３月11日に発生した東日

本大震災により被災した資産の復旧

等に要する支出に備えるため、当連

結会計年度末における見積額を計上

しております。

 (5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社の資産・負債・

収益及び費用は、在外子会社の連結決

算日の直物為替相場により円換算して

おります。また換算差額は、純資産の

部における為替換算調整勘定に含めて

計上しております。

同左

(6) 重要な収益及び費用の

計上基準

① ファイナンス・リース取引に係る

売上高及び売上原価の計上基準

リース料を収受すべき時に売上高

と売上原価を計上する方法によって

おります。

① ファイナンス・リース取引に係る

売上高及び売上原価の計上基準

同左

② 割賦販売取引の割賦売上高及び割

賦原価の計上方法

割賦販売契約時に、物件購入価額 

(元本相当額)を割賦債権に計上し、

割賦契約による支払期日を基準とし

て当該経過期間に対応する割賦売上

高と割賦原価の差額(粗利益相当額)

を売上高に計上しております。

② 割賦販売取引の割賦売上高及び割

賦原価の計上方法

同左

③ 金融費用の計上方法

金融費用は、営業収益に対応する

金融費用とその他の金融費用に区分

計上することとしております。その

配分方法は、総資産を営業取引に基

づく資産とその他の資産に区分し、

その資産残高を基準として、営業資

産に対応する金融費用は資金原価と

して売上原価に、その他の資産に対

応する金融費用を営業外費用に計上

しております。なお、資金原価は、

営業資産にかかわる金融費用からこ

れに対応する預金の受取利息等を控

除して計上しております。

③ 金融費用の計上方法

同左

(7) 重要なヘッジ会計の方

法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。また、金利スワップについて特

例処理の要件を満たしている場合に

は特例処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金等の有利子負債

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

③ ヘッジ方針

当社の主たる営業資産はリース取

引を中心とした固定金利での資産で

あるのに対し、調達は主に変動金利

での借入であるため、現在及び将来

の獲得利鞘が変動するリスクをヘッ

ジするためにデリバティブ取引を利

用しております。

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジの開始時点から有効性判定

時点までの期間における、ヘッジ対

象のキャッシュ・フロー変動累計額

と、ヘッジ手段のキャッシュ・フロ

ー変動累計額を計算し、両者の比率

が一定範囲付近にあることを検証す

ることで、ヘッジの有効性を評価し

ております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

(8) のれんの償却方法及び

償却期間

――――――― のれんの償却については、20年以内

の効果が及ぶ期間で定額法により償却

をおこなっております。なお、株式会

社リサ・パートナーズの取得により発

生したのれんの償却期間は10年間であ

ります。

(9) 連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲

――――――― 手許現金、随時引き出し可能な預

金、預け金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。

(10) その他連結財務諸表

作成のための重要な事

項

① 営業貸付債権の計上方法

営業目的の金融収益を得る為に実

行する貸付金、ファクタリング等を

計上しております。

① 営業貸付債権の計上方法

同左

② 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

② 消費税等の会計処理

  消費税等の会計処理は、次のとお

りであります。

ａ 税抜方式によっている会社等

   ＮＥＣキャピタルソリューション

株式会社

   株式会社リサ・パートナーズ

   他 計27社（組合）

上記の会社等の会計処理は税抜処理

を採用しており、控除対象外の消費税

等については、算定した税額を発生事

業年度の期間費用として処理しており

ます。ただし、固定資産に係る控除対

象外の消費税等は、投資その他の資産

のその他に計上し、５年間で均等償却

しております。
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

ｂ 税込方式によっている会社等

   有限会社リサ・リバイタル・サポ

ート

   他 計15社（組合）

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。

―――――――

６ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は手許

現金、随時引き出し可能な預金、預け

金及び容易に換金可能で、且つ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

が到来する短期投資からなっておりま

す。

―――――――
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（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

（金融商品に関する会計基準等）

 当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融

商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準

適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しておりま

す。

 これにより、有価証券は105百万円、投資有価証券は

1,393百万円、流動負債の繰延税金負債は42百万円、固

定負債の繰延税金負債は564百万円、その他有価証券評

価差額金は891百万円増加しております。

（退職給付に係る会計基準の一部改正（その３）の適

用）

 当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」

の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号 平成20

年７月31日）を適用しております。 

 なお、これによる営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益に与える影響はありません。

（資産除去債務に関する会計基準等）

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

 これにより、営業利益及び経常利益は５百万円、税金

等調整前当期純利益は82百万円それぞれ減少しておりま

す。

（企業結合に関する会計基準等）

 当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」

（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財

務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成

20年12月26日）、「『研究開発費等に係る会計基準』の

一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26

日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準

第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基

準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表

分）、「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20

年12月26日）を適用しております。
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追加情報 

 
  

表示方法の変更

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

―――――――

―――――――

（連結貸借対照表関係）

１.前連結会計年度において、流動資産の「その他」に含

めていた「販売用不動産」は重要性が増加したため、

当連結会計年度では区分掲記することとしておりま

す。なお、前連結会計年度の流動資産の「その他」に

含まれる「販売用不動産」は27百万円であります。

２.前連結会計年度において、投資その他の資産の「その

他」に含めていた「関係会社株式」は重要性が増加し

たため、当連結会計年度では「投資有価証券」に含め

て表示しております。なお、前連結会計年度の投資そ

の他の資産の「その他」に含まれる「関係会社株式」

は43百万円であります。

（連結損益計算書関係）

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

21年３月24日 内閣府令第５号）を適用し、「少数株主

損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

―――――――  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」

及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度

の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額

等合計」の金額を記載しております。
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（８）連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日)

当連結会計年度 
(平成23年３月31日)

 

※１ リース・割賦販売契約等に基づく預り手形

リース契約に基づく預り手形 1,257百万円

割賦販売契約に基づく預り手形 2,269百万円

金銭消費貸借契約に基づく預り手形 9,038百万円

計 12,566百万円
 

※１ リース・割賦販売契約等に基づく預り手形

リース契約に基づく預り手形 1,155百万円

割賦販売契約に基づく預り手形 2,291百万円

金銭消費貸借契約に基づく預り手形 6,680百万円

計 10,127百万円

 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであ

ります。

賃貸資産の減価償却累計額 46,102百万円

社用資産の減価償却累計額 2,699百万円
 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであ

ります。

賃貸資産の減価償却累計額 40,451百万円

社用資産の減価償却累計額 3,133百万円

 

※３ 貸出コミットメント

(1) 借手側

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため60

金融機関と当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約を締結しております。これら契約に基づく当

連結会計年度末の借入未実行残高は、次のとおり

であります。

当座貸越限度額及び 
貸出コミットメントの総額

238,900百万円

借入実行残高  ─ 百万円

 差引額 238,900百万円
 

※３ 貸出コミットメント

(1) 借手側

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため66

金融機関と当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約を締結しております。これら契約に基づく当

連結会計年度末の借入未実行残高は、次のとおり

であります。

当座貸越限度額及び 
貸出コミットメントの総額

230,094百万円

借入実行残高  6,000百万円

 差引額 224,094百万円

 

(2) 貸手側

当座貸越限度額及び 
貸出コミットメントの総額

8,660百万円

貸出実行残高 6,380百万円

 差引額 2,279百万円
 

(2) 貸手側

当座貸越限度額及び 
貸出コミットメントの総額

6,256百万円

貸出実行残高 2,159百万円

 差引額 4,097百万円

 

 
 

４ 偶発債務

   従業員住宅ローンに対する債務 
   保証残高

30百万円

     保証業務に係る債務保証残高 98百万円

なお、保証業務に係る債務保証残高98百万円につ

いては、当社グループ外の株式会社が当該金額の

100％を再保証しております。

 

 
 

４ 偶発債務

   従業員住宅ローンに対する債務 
   保証残高

28百万円

     保証業務に係る債務保証残高 222百万円

なお、保証業務に係る債務保証残高222百万円に

ついては、当社グループ外の株式会社が当該金額

の100％を再保証しております。

 

※５ 債権流動化に伴う支払債務は、「特定債権等に係

る事業の規制に関する法律」に基づく資金調達であ

ります。なお、この法律に基づき譲渡したリース契

約債権残高は、次のとおりであります。

リース契約債権残高 10,607百万円
 

※５ 債権流動化に伴う支払債務は、「特定債権等に係

る事業の規制に関する法律」に基づく資金調達であ

ります。なお、この法律に基づき譲渡したリース契

約債権残高は、次のとおりであります。

リース契約債権残高 4,549百万円
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前連結会計年度 
(平成22年３月31日)

当連結会計年度 
(平成23年３月31日)

 

 

 

※６ セール・アンド・リースバック取引

 当社は賃貸資産の一部でセール・アンド・リー

スバック取引を実施しており、実質的に金銭の貸

借であり金融取引として会計処理を行っているも

のの内容は次のとおりです。

セール・アンド・リースバック取引の対象として

いる資産の残高

流動資産

「リース債権及び 
リース投資資産」

16,937百万円

セール・アンド・リースバック取引により調達し

た資金の残高

流動負債

「１年内返済予定の長期借 
 入金」

208百万円

固定負債

「長期借入金」 396百万円

 

 

 

※６ セール・アンド・リースバック取引

 当社は賃貸資産の一部でセール・アンド・リー

スバック取引を実施しており、実質的に金銭の貸

借であり金融取引として会計処理を行っているも

のの内容は次のとおりです。

セール・アンド・リースバック取引の対象として

いる資産の残高

流動資産

「リース債権及び 
リース投資資産」

10,253百万円

セール・アンド・リースバック取引により調達し

た資金の残高

流動負債

「１年内返済予定の長期借 
 入金」

148百万円

固定負債

「長期借入金」 147百万円

※７ 債権の流動化に伴い当連結会計年度末において

「リース債権及びリース投資資産」28,722百万円が

オフバランスとなっております。

また、債権の流動化に伴い保有している信託受益

権は、当連結会計年度末において「投資有価証券」

に5,001百万円含めて表示しております。

※７ 債権の流動化に伴い当連結会計年度末において

「リース債権及びリース投資資産」17,336百万円が

オフバランスとなっております。

また、債権の流動化に伴い保有している信託受益

権は、当連結会計年度末において「投資有価証券」

に4,689百万円含めて表示しております。

８ 貸付債権等譲渡予約契約 

  当社は、当社と当社グループ外の法人１社（以下

「当該法人」という）との間で、当該法人の保有す

る貸付債権（以下「譲渡対象債権」という）を当社

が譲り受ける内容の貸付債権等譲渡予約契約を締結

しております。本契約により、当該法人が譲渡対象

債権の売買に係る予約完結権を行使した場合には、

当社が譲渡対象債権を取得する義務を負い、当社は

本件予約完結権付与の対価として手数料収入を得ま

す。 

 当連結会計年度末の当該譲渡予約相当額は3,985

百万円であります。

―――――――

※９ 流動資産の「その他」に含まれる販売用不動産は

27百万円であります。

―――――――

※10 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

  投資その他の資産 

   その他（株式）         43百万円 

※10 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

   投資有価証券（株式）        175百万円

   投資有価証券（その他）             772百万円

――――――― ※11 連結貸借対照表計上額に含まれる信託受益権は次

のとおりであります。

   販売用不動産           8,562百万円

   賃貸資産                         5,827百万円

   投資有価証券                     4,694百万円
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前連結会計年度 
(平成22年３月31日)

当連結会計年度 
(平成23年３月31日)

――――――― ※12 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

  現金及び預金            691百万円 

  販売用不動産          39,295百万円 

   買取債権                     17,294百万円 

   投資有価証券                  4,000百万円 

     計             61,281百万円 

  

 担保付債務は次のとおりであります。 

  短期借入金          15,255百万円 

  １年内返済予定の長期借入金   14,989百万円 

  長期借入金          14,388百万円 

   計             44,633百万円

――――――― ※13 ローンパーティシペーションで、平成７年６月１

日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号

に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処

理した参加元本金額のうち、連結貸借対照表計上額

は596百万円であります。
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 当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

     親会社株主に係る包括利益        4,599百万円 

     少数株主に係る包括利益           ―百万円 

          計                   4,599百万円 

  

 ※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益  

      その他有価証券評価差額金        1,269百万円 

      繰延ヘッジ損益              208百万円 

      為替換算調整勘定             △１百万円 

          計                  1,476百万円 

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※１ 資金運用に係るデリバティブ評価益2,369百万円

（同売却損益を含む）が売上原価に含まれておりま

す。

※１ 資金運用に係るデリバティブ評価益343百万円が売

上原価に含まれております。

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用

のおおよその割合は88％であり、一般管理費に属す

る費用のおおよその割合は12％であります。主要な

費目及び金額は次のとおりであります。

給与手当 4,160百万円

減価償却費 1,321百万円

賃借料 674百万円

業務委託費 1,891百万円

貸倒引当金繰入額 8,435百万円

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用

のおおよその割合は87％であり、一般管理費に属す

る費用のおおよその割合は13％であります。主要な

費目及び金額は次のとおりであります。

給与手当 4,196百万円

減価償却費 1,131百万円

賃借料 645百万円

業務委託費 1,770百万円

貸倒引当金繰入額
6,300百万円

――――――― ※３ 平成23年３月11日に発生した東日本大震災により

被災した取引先に対して、災害による債権の回収不

能見込額を計上しております。

(連結包括利益計算書関係)
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式

  普通株式 21,533 ― ― 21,533

      合計 21,533 ― ― 21,533

自己株式

  普通株式 0 ― ― 0

      合計 0 ― ― 0

  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

    該当事項はありません。

 

 

３ 配当に関する事項

 (1) 配当金支払額

(決議)
株式の種類

配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年４月28日
取締役会

普通株式 473 22 平成21年３月31日 平成21年６月８日

平成21年10月27日
取締役会

普通株式 473 22 平成21年９月30日 平成21年12月10日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

    次のとおり決議しております。

(決議)
株式の種類

配当金 
の総額
(百万円)

配当の原資
１株当た
り配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成22年５月18日
取締役会

普通株式 473 利益剰余金 22 平成22年３月31日 平成22年６月１日

ＮＥＣキャピタルソリューション（株）　（8793）　平成23年３月期　決算短信

　-　37　-



 

 
  

 

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式

  普通株式 21,533 ― ― 21,533

      合計 21,533 ― ― 21,533

自己株式

  普通株式 0 0 ― 0

      合計 0 0 ― 0

  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

    新株予約権の当連結会計年度末残高 連結子会社 69百万円

 

 

３ 配当に関する事項

 (1) 配当金支払額

(決議)
株式の種類

配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年５月18日
取締役会

普通株式 473 22 平成22年３月31日 平成22年６月１日

平成22年10月27日
取締役会

普通株式 473 22 平成22年９月30日 平成22年12月10日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

    次のとおり決議を予定しております。

(決議予定)
株式の種類

配当金 
の総額
(百万円)

配当の原資
１株当た
り配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成23年５月20日
取締役会

普通株式 473 利益剰余金 22 平成23年３月31日 平成23年６月６日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

載されている科目の金額との関係

(百万円)

現金及び預金残高 24,398

その他勘定(流動資産) 133

現金及び現金同等物 24,532

(注) その他勘定(流動資産)はCMS(Cash Management  

Service system)による日本電気株式会社への預 

け金であります。

 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

載されている科目の金額との関係

(百万円)

現金及び預金残高 45,733

その他勘定(流動資産) 150

現金及び現金同等物 45,884

(注) その他勘定(流動資産)はCMS(Cash Management  

Service system)による日本電気株式会社への預 

け金であります。
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前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 
注)１．事業の区分は、主たる営業取引の種類により区分しております。 

   ２. 各事業区分の主要品目は以下のとおりであります。 

      ① 賃貸事業……………情報・事務用機器、産業・土木・建設機械等の賃貸(リース、レンタル)業務等 

      ② 営業貸付事業………金銭の貸付、ファクタリング、割賦販売業務等 

      ③ その他の事業………物品売買、賃貸取引の満了・中途解約に伴う物件売却、保守料の回収代行業務等 

    ３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、販売費及び一般管理費のうち、管  

          理部門(総務、人事、経理等)に係る費用であります。 

    ４．資本的支出には、長期前払費用が含まれております。 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合

計額に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しておりま

す。 

  

(セグメント情報等)

a.事業の種類別セグメント情報

賃貸事業
(百万円)

営業貸付事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

（1）外部顧客に対する 
売上高

217,390 3,843 16,145 237,378 ― 237,378

（2）セグメント間の内部 
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 217,390 3,843 16,145 237,378 ― 237,378

営業費用 211,966 3,580 12,761 228,309 1,390 229,699

営業利益 5,423 262 3,383 9,069 △1,390 7,679

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

 資産 509,596 177,694 13,804 701,095 40,157 741,252

 減価償却費 3,004 201 132 3,338 94 3,433

 資本的支出 3,375 259 170 3,804 121 3,926

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高
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１ 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、経営者が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は官公庁・自治体や大企業から中小企業までの幅広い顧客層に対して、リースや割賦・企業融資など

のファイナンスサービスを提供しており、サービスの形態に応じた区分である「賃貸事業」、「営業貸付事

業」、「その他の事業」の３つを報告セグメントとしております。 

 「賃貸事業」は情報・事務用機器、産業・土木・建設機械等の賃貸（リース・レンタル）業務等を行って

おります。「営業貸付事業」は、金銭の貸付・ファクタリング、割賦販売業務等を行っております。「その

他の事業」は、物品売買、賃貸取引の満了・中途解約に伴う物件売却、保守料の回収代行業務等を行ってお

ります。 

  

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。 

  

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 従来までのセグメント情報の取扱いに基づく連結財務諸表のセグメント情報として、「セグメント情報等

の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）等に準拠した場合と同様の情報が開

示されているため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

（単位：百万円）

 

(セグメント情報)

 
報告セグメント

調整額
(注)

連結財務諸表
計上額 

賃貸事業 営業貸付事業 その他の事業 計

売上高

 外部顧客への売上高 204,120 4,862 18,638 227,621 ― 227,621

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 204,120 4,862 18,638 227,621 ― 227,621

セグメント利益 8,139 300 2,108 10,548 △1,420 9,127

セグメント資産 469,916 239,102 51,483 760,502 60,958 821,461

その他の項目

 減価償却費 2,945 280 25 3,251 98 3,349

 持分法適用会社への 
 投資額 

21 537 ― 559 ― 559

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

10,378 875 78 11,333 306 11,639
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（注）１.調整額△1,420百万円は、セグメント利益と連結損益計算書の営業利益との差額であり、主に各報告セグメン

トに帰属しない一般管理費であります。 

２.セグメント資産の調整額60,958百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。 

３.有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額306百万円は、全社資産の設備投資額であります。 

  

(追加情報) 

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年３月

27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平成20

年３月21日)を適用しております。 

  

（関連情報） 

当連結会計年度（平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１ 製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２ 地域ごとの情報 

（1）売上高 

   本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。 

  

（2）有形固定資産 

（単位：百万円） 

 
  

３ 主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先が存在しないため、記載

しておりません。 

  

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報） 

  当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

   該当事項はありません。 

  

日本 中国 合計

11,305 3,153 14,459
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（報告セグメントごとののれんの未償却残高に関する情報） 

  当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

（単位：百万円）

 
  

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報） 

  当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

   該当事項はありません。 

  

 
(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

 
報告セグメント

全社・消去 合計
 

賃貸事業 営業貸付事業 その他の事業 計

当期末残高 - 9,833 - 9,833 - 9,833

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 
１株当たり純資産額 2,788.25円

 
１株当たり純資産額 2,859.31円

 
１株当たり当期純利益金額 145.01円

 
１株当たり当期純利益金額 172.78円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当期純利益(百万円) 3,122 3,720

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ─

普通株式に係る当期純利益(百万円) 3,122 3,720

期中平均株式数(千株) 21,533 21,533
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(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

  当社は、平成22年３月30日開催の取締役会におい 

 て、国内普通社債の発行について決議いたしました。 

 この決議に基づき、以下の社債の発行を実施しており 

 ます。

   名称    第２回無担保社債

   発行年月日 平成22年６月15日

   発行総額  15,000百万円

   発行価額  金額100円につき金100円

   利率    年1.18％

   償還期限  平成27年６月15日

   償還条件  満期一括償還

   資金の使途 設備資金(賃貸資産購入資金を含む)    

――――――
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  開示内容が定まった時点で開示いたします。 

  

 前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （単位：百万円）

 
  

 当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 （単位：百万円）

 
 （注）１．事業の区分は、主たる営業取引の種類により区分しております。 

     ２．各事業区分の主要品目 

     ①賃貸事業・・・・情報・事務用機器、産業・土木・建設機械等の賃貸（リース、レンタ 

              ル）業務等 

     ②営業貸付事業・・金銭の貸付、ファクタリング、割賦販売業務等 

     ③その他の事業・・物品売買、賃貸取引の満了・中途解約に伴う物件売却、保守料の回収 

              代行業務等 

  

６．その他

（１）役員の異動

（２）事業の種類別状況

事業区分 売上高 売上原価 差引利益 資金原価 売上総利益
販売費及び 
一般管理費

営業損益

賃貸事業 217,390 193,491 23,898 5,212 18,686 13,262 5,423
 営業貸付 2,882 - 2,882 269 2,613 1,050 1,563

割賦 960 1 958 334 624 1,925 △1,300

営業貸付事業 3,843 1 3,841 603 3,238 2,975 262

その他の事業 16,145 10,708 5,436 101 5,334 1,951 3,383

調整 - - - - - 1,390 △1,390

合計 237,378 204,201 33,177 5,918 27,258 19,579 7,679

事業区分 売上高 売上原価 差引利益 資金原価 売上総利益
販売費及び 
一般管理費

営業損益

賃貸事業 204,120 180,277 23,843 5,230 18,613 10,473 8,139
 営業貸付 4,031 - 4,031 207 3,823 3,117 705

割賦 831 1 830 288 542 947 △405

営業貸付事業 4,862 1 4,861 495 4,366 4,065 300

その他の事業 18,638 15,819 2,818 347 2,471 363 2,108

調整 - - - - - 1,420 △1,420

合計 227,621 196,097 31,524 6,073 25,450 16,322 9,127
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 （注）連結範囲の変更に伴い、当連結会計年度における営業貸付事業の営業資産残高は、営業投資有価証

券が13,993百万円、買取債権が18,114百万円、投資有価証券が9,782百万円それぞれ増加し、その他の

事業の営業資産残高は、早期売却予定の販売用不動産が40,707百万円増加しました。 

な   なお、販売用不動産の金額的重要性が増加したことに伴い、前連結会計年度では27百万円をその他

の事業として表示しております。 

（３）営業資産残高

事業区分
前連結会計年度末 当連結会計年度末 増減

（平成22年３月31日） （平成23年３月31日）  

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円）

      

賃貸事業 492,742 73.5 454,724 62.7 △38,017

      

営業貸付事業 177,223 26.5 230,397 31.7 53,174

その他の事業 27 0.0 40,707 5.6 40,680

      

合計 669,992 100.0 725,829 100.0 55,837
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